
平成３０年２月市議会定例会 提出議案

議 案 種 別 件数（件）

条 例 議 案 ２



Ｎｏ 

１ 

北九州市介護保険条例の一部改正について 

（保健福祉局地域福祉部介護保険課）

介護保険料率を改定する等のため、関係規定を改めるもの 

１ 平成３０年度から平成３２年度までの各年度における介護保険料

率の設定（第１０条関係） 

区分 保険料率 

(1) 介護保険法施行令第３９条第１項第１号に掲げ

る者 
３６，５４０円

(2) 同令第３９条第１項第２号に掲げる者 ５１，１５０円

(3) 同令第３９条第１項第３号に掲げる者 ５４，８１０円

(4) 同令第３９条第１項第４号に掲げる者 ６５，７７０円

(5) 同令第３９条第１項第５号に掲げる者 ７３，０８０円

(6) 次のいずれかに該当する者 

 ア 合計所得金額が１２０万円未満 

 イ 要保護者であって、その者が課される保険料の

額についてこの区分による額を適用されたならば

保護を必要としない状態となるもの 

８４，０４０円

(7) 次のいずれかに該当する者 

 ア 合計所得金額が１２０万円以上１６０万円未満 

 イ 要保護者であって、その者が課される保険料の

額についてこの区分による額を適用されたならば

保護を必要としない状態となるもの 

８７，６９０円

(8) 次のいずれかに該当する者 

 ア 合計所得金額が１６０万円以上２００万円未満 

 イ 要保護者であって、その者が課される保険料の

額についてこの区分による額を適用されたならば

保護を必要としない状態となるもの 

９１，３５０円

(9) 次のいずれかに該当する者 

 ア 合計所得金額が２００万円以上３００万円未満 

 イ 要保護者であって、その者が課される保険料の

額についてこの区分による額を適用されたならば

保護を必要としない状態となるもの 

１０９，６２０円

(10) 次のいずれかに該当する者 

 ア 合計所得金額が３００万円以上４００万円未満 

 イ 要保護者であって、その者が課される保険料の

額についてこの区分による額を適用されたならば

保護を必要としない状態となるもの 

１２７，８９０円

(11) 次のいずれかに該当する者 

 ア 合計所得金額が４００万円以上６００万円未満 

 イ 要保護者であって、その者が課される保険料の

額についてこの区分による額を適用されたならば

保護を必要としない状態となるもの 

１４６，１６０円

(12) 前各号のいずれにも該当しない者 １５３，４６０円

（次頁に続く）

―１― 



（続き）    

２ 指定介護療養型医療施設に係る手数料の特例の延長（付則第１１

項関係） 

現行 改正後 

平成３０年３月３１日まで 平成３６年３月３１日まで 

３ 手数料の新設（別表関係） 

事務の種類 手数料の金額 

介護医療院の開設の許可の申請に対する

審査 

１件につき６３，０００円 

介護医療院の変更の許可の申請に対する

審査 

１件につき３３，０００円 

介護医療院の開設の許可の更新の申請に

対する審査 

１件につき３３，０００円 

介護サービス情報の調査 １件につき１９，０００円 

４ 施行期日 

  平成３０年４月１日 

―２― 



Ｎｏ 

２ 

 北九州市障害児通所支援の事業及び障害児入所施設等の人員、設

備及び運営の基準等に関する条例の一部改正について 

            （保健福祉局障害福祉部障害者支援課） 

児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関

する基準の一部改正等に伴い、非常災害対策に係る基準を適用しない指

定障害児通所支援事業者を定める等のため、関係規定を改めるもの 

１ 指定の要件に係る規定の整備等（第３条関係） 

 （１） 特定障害児通所支援の事業を行う者及び指定障害児入所施

設の指定の変更に係る要件については、厚生労働省令で定める基

準によることを定める。 

 （２） 条例に引用する児童福祉法の規定の条項ずれに伴う改正 

現行 改正後 

第２１条の５の１５第２項第１号 第２１条の５の１５第３項第１号 

第２４条の９第２項 第２４条の９第３項 

第２１条の５の１５第３項 第２１条の５の１５第４項 

２ 非常災害対策に係る基準の適用範囲の変更（第７条関係） 

現行 改正後 

指定障害児通所支援事業者等 指定障害児通所支援事業者等

（居宅訪問型児童発達支援及

び保育所等訪問支援に係る指

定障害児通所支援事業者等を

除く。） 

３ 施行期日 

  平成３０年４月１日 

―３― 


